














































































































Transfer and Operate）方式では施設完成直後に、BOT（Build Operate 
and Transfer）方式では事業終了後に公共に所有権を移転し、BOO（Build 



















































































































































































































① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮
地産地消・県産品販売拡大 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
健康増進・食育 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
高齢者・障害者支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
女性活躍推進 ●
子育て支援・青少年育成 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
地域経済・産業振興 ● ● ● ●
農業振興 ● ●
観光振興 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
文化振興 ● ●
スポーツ振興 ● ●
環境保全 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
地域生活安全・安心 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
防災・災害支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
県政情報発信 ● ●





































































































































































































































































































































































































































































































































No 施設名 所管局 事業期間 供用開始 契約金額 VFM






産業振興局 21年間 H13.10 １億円 25％




33年間 H23.7 1023.8億円 ８％
５ 神戸布引ロープウェイ 建設局 17年間 H23.4 4.7億円 46％




13年間 H27.8 44.6億円 15％
（注）VFM：従来方式と比べた場合の総事業費の削減割合
（出所）神戸市資料を若干修正
（２）ロープウェーの改修・運営
ア　運営の不振と施設の老朽化
　「神戸布引ロープウェイ」は、神戸市郊外の世継山にかかるロープウェー
で、山麓にあるJR新神戸駅と山頂にある「布引ハーブ園」を結んでいる。
同ロープウェーは、1991年に「新神戸ロープウェー」として開業し、神
戸市の外郭団体である「財団法人神戸市都市整備公社」が運営していたが、
指定管理者制度の導入により、2006年から日本ケーブル株式会社の関連
会社が布引ハーブ園と併せて運営を引き継いだ。その後、慢性的な営業赤
字に加えて設備・施設等の老朽化という問題を抱えたことから、PFI事業
として再整備されることになり、2009年に神戸市が設備・施設等を取得
し、2010年に日本ケーブルなどが出資する「神戸リゾートサービス株式
会社」に営業が譲渡された。ロープウェーの改修工事を経て、2011年に
リニューアルオープンし、名称や料金も変更されている。
イ　民間事業者の募集・選定
　この事業では、民間事業者が既存の公共施設を改修した後、維持管理ま
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で行うRO（Rehabilitate Operate＝改修・運営）方式が採用されている。
　2008年12月、実施方針が公表され、ロープウェーの改修・運営をPFI
法に基づく事業、ハーブ園の運営を指定管理者制度に基づく事業として実
施すること、改修は2011年３月までに行い、運営は2010年４月から16
年間とすること、ロープウェーの利用料金は事業者収入、ハーブ園の利用
料金は基本的に市の収入とすることなどが示された（35）。
　2009年１月、PFI法に基づく特定事業の選定にあたっては、PFI方式に
より実施する場合、市が自ら実施する場合に比べて、市の財政負担見込
額が約21％軽減されるとの定量的効果に加えて、事業に係るリスクの軽
減、魅力的な施設の導入、適切な運行管理、維持管理の効率化、利用促進
といった定性的効果も期待できるとの評価がなされている（36）。
　同年４月に公表された募集要項では、参加資格の要件、募集等の手続
き、提案の審査及び事業者の選定、契約等の手続き、サービス対価及び
指定管理料の支払い、実施に関する事項の詳細が示された。要求水準書
では、ロープウェーの改修・運営に係る調査・設計・改修・工事監理・運
行・点検整備の各業務、ハーブ園の運営に係る営業企画等や維持管理の各
業務に関する具体的な要求水準などを明らかにしている。事業者選定基準
では、学識経験者等で構成される審査委員会の設置、プロポーザル参加資
格を審査する第一次審査、提案内容を審査する第二次審査の流れが示され
ている（37）。
　募集の開始後、日本ケーブルを代表企業とする１グループが応募し、同
年９月、審査の結果、同グループが優先交渉権者として選定された。記者
発表資料によれば、選定事業者の提案に基づくと、PFI事業では約46％の
（35）　神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業実施方針」平成20年12月15日
（36）　神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業（ロープウェーの改修・運営事業）特
定事業の選定について」平成21年１月30日
（37）　神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業募集要項」「同要求水準書」「同事業者
選定基準」平成21年４月17日
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財政支出削減が期待できるとしている（38）。その後、日本ケーブル株式会社
などにより特別目的会社の「神戸リゾートサービス株式会社」が設立され
た。
ウ　ロープウェーとハーブ園の一体的運営
　この事業では、老朽化したロープウェー施設の更新に加えて、ロープ
ウェーを併設のハーブ園と一体的に運営する。運賃は大人往復で1000円
から1200円に改定され、入園料200円とセットで徴収されている。ロー
プウェーの改修やハーブ園の運営に係る対価は市から事業者に支払われる
が、改修後のロープウェーの運営に係る経費は民間事業者が独立採算で行
う。ロープウェーの利用料金は独自に設定でき事業者の収入となり、その
他飲食・物販等の収益も事業者の収入となる。ハーブ園の利用料金は条例
に基づき設定し市の収入となるが、事業者は利用料金の目標を設定し、目
標未満の場合は事業者が補填し、目標超過分は一部を事業者の収入とする
ことが取り決められている（39）。
エ　財政負担の軽減とサービスの向上
　この事業は、財政負担の軽減と市民・観光客へのサービス向上を目的と
している。財政負担の軽減に関しては、前述のとおり、事業者の提案を受
け、当初の見込みを大幅に上回る削減効果が見込まれる。一方、サービス
向上に関しては、ロープウェーのゴンドラは眺望に優れた広い窓、高齢者
等にも優しい段差のない床に改められ、ハーブ園には眺望を楽しめる足湯
を設けるなど、施設の快適性や魅力度が高まった。また、ハーブティをは
じめオリジナルブランドの商品を次々と開発・販売し、収益の向上につな
がっている。さらに、記念撮影スポットを設け、来園者が園内で撮った
（38）　新神戸ロープウェー再整備等事業審査委員会「新神戸ロープウェー再整備等事業
審査講評」平成21年９月14日、神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業の事業者
選定について」平成21年９月17日
（39）　神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業（布引ハーブ園に関する指定管理事業
部分）長期協定書（案）」平成21年４月17日を参照。
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写真をSNSに載せると景品がもらえるといったキャンペーンが行うなど、
SNSや口コミを活用した情報発信の仕方にも民間事業者ならではの創意工
夫がみられる。こうした経営努力もあり、リニューアルオープン以降、
ハーブ園の来園者数は順調に増加している（図３）。民間事業者の優れた
ノウハウを活用することで、所期の目的は達成されているといえよう。
担当課によるモニタリングでも、維持管理・運営は適正と評価されてい
る（40）。
図３　神戸布引ハーブ園来園者数の推移（単位：万人）
（出所）神戸市経済観光局のデータをもとに筆者作成
オ　外部性の内部化
　一般に、鉄道などの交通インフラ事業は、運賃などの収入だけで巨額の
建設費用を賄うことが難しい。しかし、鉄道を敷設すれば、沿線の人口が
増加し、地価が上昇する。そこで例えば、都市部の私鉄では、系列企業を
通じ、鉄道利用者を増やすため沿線の宅地を開発し、通勤・通学、買物な
（40）　神戸市建設局公園部管理課「モニタリング調書（新神戸ロープウェー再整備等事
業）」
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ど生活の利便性を高めるため路線バスを運行し、スーパーを経営する。さ
らに休日の利用を促すため、都心の駅ビルにはデパートを併設し、郊外に
は遊園地や野球場を誘致する。鉄道事業者は、これら関連事業の収入を含
めて採算性があるかを判断することになる。こうしてインフラ整備の外部
効果を利益に取り込むことを「外部性の内部化」という。本事例の場合も、
ロープウェー事業だけでなく、併設のハーブ園事業を一体的に運営するこ
とで、インフラ整備の外部性を内部化するものと理解できる。
（３）小学校の空調整備
ア　小学校の空調未整備
　ロープウェー事業は特殊性が高いため、応募できる事業者は限られる。
これに対し、空調事業は民間の受け皿も多く、事業者間で競争原理が働き
やすい。とくに学校教室は市場も広く、一斉導入なら規模の経済も働くこ
とになる。2014年当時、神戸市立の小学校は167校2,856学級にのぼった
が（41）、文部科学省の調査によると、全国公立小中学校の普通・特別教室の
空調設置率は、３割にとどまっていた（42）。そこで神戸市教育委員会では、
学校教育環境を向上させるため、小学校の普通教室等に空調設備を導入す
ることにした。
イ　民間事業者の募集・選定
　この事業では、BTO（Build Transfer Operate＝建設・移転・運営）方
式が採用されており、民間事業者が空調設備等の設計・施工・工事監理を
行い、市に所有権を移転した後、維持管理を行う。
　神戸市では、2013年５月、PFI導入可能性の調査を民間シンクタンク
に委託、2014年３月には、同事業者にPFI事業アドバイザリー業務を委
託した。同年４月には実施方針等を公表、５月には説明会と現地見学会を
開催している。実施方針では、市内小学校71校の普通教室等約1,500教室
（41）　神戸市教育委員会「教育調査」平成26年８月７日
（42）　文部科学省「公立学校施設の空調（冷房）設備設置状況調査の結果について」平
成29年６月９日
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を対象とし、事業期間は設計・施工を2015年４月から12月、維持管理を
2015年４月から13年間としている（43）。
　同年６月、特定事業に選定する際に行われた評価では、PFI方式によ
り実施する場合、市が自ら実施する場合に比べて、市の財政負担額が約
10％軽減されるとの定量的効果に加えて、設備の一括・早期導入、効率
的な事業実施、リスク分担の明確化、財政負担の平準化といった定性的効
果も期待できるとしている（44）。
　入札説明書では、応募の条件、落札者の選定、提示条件、事業実施、契
約の考え方などの詳細が示され、予定価格は47億500万円としている（45）。
要求水準書では、快適な室内環境と安全性、安定したサービス提供、ライ
フサイクルコスト縮減、環境配慮などを基本理念に掲げ、適正な事業計
画、リスク対応・事業継続性、地域経済への貢献に留意を求めている。落
札者決定基準では、総合評価一般競争入札方式の採用、選定審議会の設置
や審査の流れが示され、提案内容の加点審査では事業実施・設備整備・維
持管理に関する審査項目と配点が示された（46）。
　入札には大林組、関西日立、関電工をそれぞれ代表企業とする３グルー
プが参加し、同年12月、審査の結果、関西日立グループが最優秀提案者
に選定された。記者発表資料によれば、落札価格は44億6034万円で、選
定事業者の提案に基づくPFI方式により、財政負担額は約15％削減される
ことになった（47）。その後、関西日立株式会社と株式会社日立建設設計によ
り特別目的会社の「神戸学校空調サービス株式会社」が設立されている。
（43）　神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業実施方針」平成26年４月30日（平成26
年６月５日修正）
（44）　神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業特定事業の選定」平成26年６月25日
（45）　神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業入札説明書」平成26年６月26日（平成
26年８月28日修正）
（46）　神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業要求水準書」「同落札者決定基準」平成
26年６月26日
（47）　神戸市立小学校空調整備PFI事業者選定審議会「神戸市立小学校空調整備PFI事業
審査講評」平成26年12月５日、神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業に関する
客観的な評価結果（落札者の決定）」平成26年12月19日
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ウ　地元企業の参画
　最優秀提案者は、内容点と価格点を合計した総合評価点によって決定さ
れる。落札した関西日立グループは、価格点が低かったものの、内容点で
高い評価を得た。入札価格とエネルギー費用のライフサイクルコストの点
では、他社の提案に劣っていたが、多数の市内事業者を協力企業に組み入
れたことが、地元経済への配慮として高く評価された。関西日立は、提案
にあたり神戸市の設備協力会と電気設備協力会に働きかけて協定を結ん
だ。協力会は他社からも打診を受けていたが、苦手とする設計を日立が受
け持ち、得意とする施工で関わりたいという地元企業の要望を聞き入れた
ことが関西日立グループを選ぶ決め手となった。実際、施行の際は各学校
で担当業者が個別に調整するなど地元企業ならではの人脈や経験が活かさ
れたという（48）。
エ　短期間での一斉導入
　他方、価格点で優位にあったグループは、ガス空調を採用していた。
ガス方式の空調は電気方式に比べて消費電力を大幅に抑えられる反面、
室外機を移設する場合にはガス管工事が発生するなど柔軟性に欠ける。
審査講評を読むと、災害復旧への対応に懸念が示されているが、やはり致
命的だったのは、施工業者を十分に確保できず、施工スケジュールに無理
があったことである。従来型の個別発注では、全ての学校・教室に空調の
設置が完了するまで時間がかかり、工期が長引くと、導入済みの学校と未
整備の学校で不公平が生じる。そこで今回は、一括発注により半年という
短期間で円滑に導入することが重視された。現場作業は、授業に支障の出
ない学校の夏休み中に行うことが求められ、近隣に迷惑のかかる休日や夜
間には行えない。そのため、遅延リスクを抱える提案は避けられたのだろ
う。
　こうして民間事業者のノウハウを活かし、空調設備を一斉導入すること
（48）　日立アプライアンス株式会社『神戸市立小学校空調整備PFI事業』2016年２月
自治体における公民連携の現状と課題（児玉） 213
により、財政負担や整備期間の縮減に成功しており、所期の目的は達成さ
れている。担当課によるモニタリングでも、建設は予定通り完了し、適切
に維持管理されていると評価されている（49）。
むすびに：提案・互恵・参画を促す基盤づくり
　地方では人口減少と少子高齢化に伴い、地域経済の衰退に拍車がかか
る。また、多くの公共施設が老朽化で更新時期を迎えるが、厳しい財政状
況で財源の確保が難しい。この点、PFIをはじめ公民連携は、ビジネス機
会の創出につながり、公的負担の抑制にも資することから、経済・財政の
両面で期待が大きい。自治体には公民連携の更なる取組みが求められよ
う。そこで、栃木県で今後、公民連携を推進するにあたり、神戸市の取組
みから得られる重要な示唆をいくつか挙げて本稿を結ぶことにしたい。
１．神戸市の取組みからの示唆
（１）民間からの提案を促す仕掛け
　先進事例から得られる示唆の１つは、民間事業者からの提案を促す仕掛
けである。栃木県でも、神戸市と同様、ワンストップ窓口を設けている
が、提案を促す取組みが弱い。
　神戸市では、民間からの提案を事業化する制度を設けているほか、公民
連携に関するガイドラインやフォーラムを通じて取組みの成果を紹介する
など、情報発信に積極的である。神戸市の担当者は、ある企業の取組み事
例を紹介すると、同業他社からの問合せが相次ぐと話していたが、同業者
の取組みが宣伝されれば、ライバル企業も刺激されるに違いない。
　神戸市の提案制度は、いきなり事業化を目指すのではなく、実現可能性
を探る段階から利用できる。提案の事業化には、企画自体の実現可能性を
高める必要がある。例えば新神戸ロープウェー再整備等事業では、公式の
（49）　神戸市教育委員会事務局総務部学校整備課「モニタリング調書（神戸市立小学校
空調整備PFI事業）」
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手続きに先立ち、市当局から民間事業者に非公式の打診があったという
が、事前の綿密な検討や周到な調整が事業の成否を左右する。
　また、神戸市では企画部局内に担当組織を設けているが、事業の成否は
事業部局の担当者の力量にもよる。例えば小学校空調整備PFI事業では、
教育委員会の担当職員が提案事業者からの問合せにも丁寧に対応してお
り、筆者らの取材の際、選定事業者の担当者は行政職員の執務知識を高く
評価していた。民間事業者にとっても公民連携は新しい取組みであり、十
分なノウハウがあるわけではない。公民連携の手法と当該事業の内容いず
れにも精通した行政職員を育成し配置することが必要となる。
（２）官民に利益を生む知恵
　２つ目は、行政と企業の双方にメリットを生むアイデアづくりである。
栃木県では、理念が先行してか、行政と企業が互いの強みを活かし、メ
リットを引き出す姿勢に乏しい。
　神戸市では、公民連携の基本姿勢の１つにWIN-WINの関係を構築する
ことを謳う。例えば神戸の名を冠したチョコレートやハムなどの商品は、
地域のブランド力を活かしており、市にとっては地域の魅力発信、事業者
にとっては商品の付加価値化につながる。
　また、例えばコンビニ各社とは地元食材を用いたオリジナル商品を開発
しているが、本業の商品企画力や販売力が活かされており、管理栄養士監
修のヘルシー弁当では市民病院が保有する人的資源も活かされた。単に社
会貢献による企業イメージの向上だけでは、企業側に十分なメリットがあ
るとは言えない。企業の売上げ増加につながる取組みが期待される。
　さらには、民間事業者との契約に、実績に応じて報酬を与えるインセン
ティブを盛り込むことも有効である。例えば神戸布引ハーブ園の運営にあ
たっては、利用料金の目標が設定され、事業者は目標を下回れば補填しな
ければならないが、目標を上回れば一部を収入とすることができる。契約
の対等性を貫くならば、目標超過分は全て事業者の収入とすることも必要
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になるだろう。
（３）地元企業が参画できる枠組み
　３点目は、地元企業が参画できる枠組みを設けることである。栃木県の
包括連携協定の締結先やPFI事業の選定先をみると、地元企業より全国展
開する大手企業の名が目立つ。
　だが、地元を熟知し地元に愛着のある企業は、地域の課題解決に関して
は往々にして提案力に優れ、意欲も高い。自治体は地元企業と対話の機会
を設け、地元の知恵を施策に取り込む必要がある。例えば神戸市では、地
元関係者向けに産官学金連携フォーラムを開催しているが、そこでは地元
企業が参画するうえでの課題なども議論されている。フォーラムの開催自
体も当初は国が支援していたが、その後は地元が主導するようになった。
　また、事業の実施にあたっても、地元企業の参画を促す工夫が必要であ
る。例えば小学校空調整備PFI事業では、落札者の決定にあたりコストの
削減よりも地元企業との協業を地域経済への貢献として評価しているが、
実際、現場を熟知する地元企業が施工を担ったおかけで工事は無事完了し
ている。自治体の公民連携には、企画・実施段階を問わず地域ぐるみで取
り組む姿勢が求められる。
２．地域プラットフォームの可能性
　こうした民間からの提案を促し、官民に利益を生む知恵を絞り、地元
企業が参画できる一つの仕掛けとして注目されるのが、「PPP/PFI地域プ
ラットフォーム」である。これは、国が公民連携の推進にあたり各地域で
の形成を推進しているもので、2017年３月に内閣府と国土交通省が作成
したマニュアルによると、この「PPP/PFI地域プラットフォーム」とは、
「地域の企業、金融機関、地方公共団体等が集まり、PPP/PFI事業のノウ
ハウ習得と案件形成能力の向上を図り、具体の案件形成を目指した取組を
行う活動の場」をいう。「地域で多種多様なPPP/PFI案件を恒常的に形成
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していくため、継続的に活動」を行い、「具体的には、地域においてPPP/
PFI事業に取り組む上で障害となっている地方公共団体等の経験不足やノ
ウハウの欠如、地域企業や関係者の理解不足などの課題を解消するため、
PPP/PFIに関するノウハウ習得のための勉強会、個別事業へのPPP/PFI手
法活用に関する官民対話等の取組を実施」するとしている（内閣府・国土
交通省2017:1）。
　このマニュアルで指摘されている課題は、本稿の考察ともおおむね一致
する。同マニュアルでは、地域プラットフォームの形成から運営までの流
れ、効果的な運営方法や各地の事例なども紹介しているが、残念ながらマ
ニュアルで共有できるノウハウには限界があり、国のお仕着せ、マニュア
ル頼みではいきおい形式化しがちである。地域プラットフォームの形骸化
を防ぎ実効性を高めるためには、それぞれ地域で異業種との交流を広げ、
課題と成果を共有しながら、実践を通じて知識と経験を積み重ねるとい
う、堅実な取組みこそが肝要である。
参考文献
秋吉貴雄・伊藤修一郎・北山俊哉（2015）『公共政策学の基礎（新版）』
有斐閣
石井晴夫・金井昭典・石田直美（2008）『公民連携の経営学』中央経済社
伊藤隆敏（2017）『公共政策入門』日本評論社
神戸市（2014）「神戸市公民連携（PPP）ガイドライン」平成26年７月
──（2017）「神戸市PFI等指針」平成29年４月
神戸市企画調整局政策企画課公民連携推進担当「神戸市における公民連
携（PPP）の取り組み」
国土交通省（2016）『国土交通白書2016』
小島卓弥編著（2014）『ここまでできる実践公共ファシリティマネジメン
ト』学陽書房
自治体における公民連携の現状と課題（児玉） 217
杉田定大・光多長温・美原融編著（2002）『日本版PPP（公共サービスの
民間開放）』東京リーガルマインド
地方行政改革研究会（2007）『地方公共団体のアウトソーシング手法』ぎょ
うせい
東洋大学PPP研究センター（2016）『公民連携白書2016-2017』
栃木県（2016）「とちぎ行革プラン2016〔栃木県行財政改革大綱（第６
期）〕」平成28年２月
──（2016）「栃木県社会貢献活動の促進に関する施策の基本方針（平成
28年度～32年度）」平成28年２月
内閣府･国土交通省（2017）「PPP/PFI地域プラットフォーム運用マニュ
アル」平成29年３月
内閣府民間資金等活用事業推進室（2017）「PFIの現状について」平成29
年６月
町田裕彦（2009）『PPPの知識』日本経済新聞出版社
宮脇淳編著・富士通総研PPP推進室（2005）『PPPが地域を変える』ぎょ
うせい
民間資金等活用事業推進会議（2013）「PPP/PFIの抜本改革に向けたアク
ションプラン」平成25年６月
──（2017）「PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）」平成
29年６月
ウェブサイト（2017.12.１確認）
内閣府民間資金等活用事業推進室　http://www8.cao.go.jp/pfi/index.html
神戸市「公民連携推進」　
http://www.city.kobe.lg.jp/information/project/innovation/kobeppp/
index.html
神戸布引ハーブ園/ロープウェー　http://www.kobeherb.com/
栃木県「県と企業との協働」　
白鷗法学　第24巻３号（通巻第51号）（2018）218
http://www.pref.tochigi.lg.jp/c01/life/kouhou/kigyotonokyodo.html
栃木県「行政改革」　
http://www.pref.tochigi.lg.jp/kensei/kenseiunei/gyouseikaikaku/index.
html
謝辞
　本稿は、筆者がフェローを務める公益社団法人栃木県経済同友会行財政
改革委員会の調査研究活動の一環として執筆したものである。栃木県に提
言する貴重な機会を与えていただいた伊沢正吉前委員長、岩見高士委員長
をはじめ関係各位には厚く御礼を申し上げる。また、取材・視察にご協力
いただいた、栃木県県民生活部県民文化課県民協働推進室、同経営管理部
行政改革推進室、神戸市企画調整局政策企画部、神戸リゾートサービス株
式会社、関西日立株式会社の関係者の皆様に心より感謝を申し上げる。も
ちろん本稿に関する一切の責任は筆者にある。
（本学法学部教授）
自治体における公民連携の現状と課題（児玉） 219
